
中 央 環 境 審 議 会 議 事 運 営 規 則

(会議の招集)

第一条 会長は、中央環境審議会(以下｢審議会｣という。)の総会を招集しようとするとき

は、あらかじめ、期日、場所及び議案を、委員及び議案に関係のある臨時委員に通知す

るものとする。

(会長）

第二条 会長は、議長として、総会の議事を整理する。

、 、 、 、 。２ 会長は すべての部会 小委員会 専門委員会に出席し 意見を述べることができる

(専門委員）

第三条 専門委員は、会長の承認を得て、総会に出席し、意見を述べることができる。

(部会）

第四条 審議会に、次に掲げる九部会を置く。

一 総合政策部会

二 循環型社会部会

三 環境保健部会

四 地球環境部会

五 大気・騒音振動部会

六 水環境部会

七 土壌農薬部会

八 自然環境部会

九 動物愛護部会

２ 部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。

３ 会長は、必要と認めるときは、二以上の部会の所掌に係る議案について調査審議する

ため、二以上の部会の合同の部会を設置することができる。

(諮問の付議)

第五条 会長は、環境大臣又は関係大臣の諮問を適当な部会(前条第一項及び第三項に規

定する部会をいう。以下同じ ）に付議することができる。。

(部会の決議）

第六条 部会の決議は、会長の同意を得て審議会の決議とすることができる。

２ 会長は、一の部会の決議を他の部会の審議に付することが適当と認めるときは、当該

決議に係る案件を当該他の部会に付議することができる。

３ 会長は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る決議を総会に報告するものとす

る。ただし、総会において報告を要しない旨の決議を経たものについては、この限りで

はない。
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（準用規定）

第七条 第一条から第三条（第二条第二項を除く ）までの規定は、部会に準用する。こ。

の場合において、これらの規定中｢会長｣とあるのは｢部会長｣と読み替えるものとする。

（小委員会）

第八条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、小委員会を置くことができる。

２ 小委員会に属すべき委員、臨時委員又は専門委員は、部会長が指名する。

３ 小委員会に委員長を置き、部会長の指名により、これを定める。

４ 小委員会の決議は、部会の定めるところにより、部会長の同意を得て部会の決議とす

ることができる。

５ 第一条及び第二条第一項並びに中央環境審議会令第七条第一項及び第二項の規定は、

小委員会に準用する。この場合において、これらの規定中「会長」とあるのは「小委員

長」と読み替えるものとする。

(専門委員会）

第九条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、専門の事項を調査するため、専

門委員会を置くことができる。

２ 専門委員会に委員長を置き、部会長の指名によりこれを定める。

(会議録)

第十条 総会、部会、小委員会及び専門委員会の議事については、会議の概要を記載した

会議録を調製しなければならない。

(雑則）

、 、第十一条 この規則に定めるもののほか 総会の運営その他審議会の運営に必要な事項は

会長が定める。

２ 部会の運営に必要な事項は、部会長が定める。

附 則（平成十三年一月十五日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成十三年一月十五日から施行する。

附 則（平成十八年三月十三日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成十八年三月十三日から施行する。

附 則（平成二十四年十一月十九日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成二十五年一月六日から施行する。
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（経過措置）

第二条 この規則の施行前に廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、石綿健康被

害判定部会又は瀬戸内海部会に対してされた付議でこの規則の施行の際当該付議に対す

る決議がされていないものは、廃棄物・リサイクル部会又は循環型社会計画部会にされ

たものは循環型社会部会に、石綿健康被害判定部会にされたものは環境保健部会に、瀬

戸内海部会にされたものは水環境部会に対してされた付議とみなす。

２ この規則の施行の際現に廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、石綿健康判

定部会又は瀬戸内海部会に置かれていた第八条第一項の小委員会若しくは第九条第一項

の専門委員会は、施行日に、廃棄物・リサイクル部会又は循環型計画部会に置かれた小

委員会若しくは専門委員会にあっては循環型社会部会に、石綿健康被害判定部会に置か

れた小委員会にあっては環境保健部会に、瀬戸内海部会に置かれた専門委員会にあって

は水環境部会に置かれた小委員会又は専門委員会とみなす。

３ この規定の施行の際現に廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、石綿健康被

害判定部会又は瀬戸内海部会に属する専門委員は、施行日に、中央環境審議会令（平成

五年政令第三百七十二号）第六条第二項の規定により廃棄物・リサイクル部会又は循環

型社会計画部会に属する専門委員にあっては循環型社会部会に、石綿健康被害判定部会

に属する専門委員にあっては環境保健部会に、瀬戸内海部会に属する専門委員（既に水

環境部会に属する専門委員として指名されている者を除く ）にあっては水環境部会に。

属する専門委員として指名されたものとみなす。

４ この規則の施行の際現に廃棄物・リサイクル部会又は循環型社会計画部会の小委員会

若しくは専門委員会、石綿健康判定部会の小委員会又は瀬戸内海部会の専門委員会に属

する専門委員は、施行日に、第八条第二項の規定により廃棄物・リサイクル部会又は循

環型社会計画部会の小委員会若しくは専門委員会に属する専門委員にあっては循環型社

会部会の小委員会又は専門委員会に、石綿健康判定部会の小委員会に属する専門委員に

あっては環境保健部会の小委員会に、瀬戸内海部会の専門委員会に属する専門委員にあ

っては水環境部会の専門委員会に属する専門委員として指名されたものとみなす。

附 則（平成二十五年二月十四日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成二十五年二月十四日から施行する。

（経過措置）

第二条 この規則の施行前に大気環境部会、騒音振動部会及び野生生物部会に対してされ

た付議でこの規則の施行の際当該付議に対する決議がされていないものは、大気環境部

会又は騒音振動部会にされたものは大気・騒音振動部会に、野生生物部会にされたもの

は自然環境部会に対してされた付議とみなす。

２ この規則の施行の際現に大気環境部会、騒音振動部会又は野生生物部会に置かれてい

た第八条第一項の小委員会若しくは第九条第一項の専門委員会は、施行日に、大気環境

部会又は騒音振動部会に置かれた小委員会若しくは専門委員会にあっては大気・騒音振

動部会に、野生生物部会に置かれた小委員会にあっては自然環境部会に置かれた小委員

会又は専門委員会とみなす。
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３ この規定の施行の際現に大気環境部会、騒音振動部会又は野生生物部会に属する専門

委員は、施行日に、中央環境審議会令（平成五年政令第三百七十二号）第六条第二項の

規定により大気環境部会又は騒音振動部会に属する専門委員にあっては大気・騒音振動

部会に、野生生物部会に属する専門委員にあっては自然環境部会に属する専門委員とし

て指名されたものとみなす。

４ この規則の施行の際現に大気環境部会の小委員会若しくは専門委員会、騒音振動部会

の専門委員会又は野生生物部会の小委員会に属する専門委員は、施行日に、第八条第二

項の規定により大気環境部会の小委員会若しくは専門委員会に属する専門委員及び騒音

振動部会の専門委員会に属する専門委員にあっては大気環境・騒音振動部会の小委員会

又は専門委員会に、野生生物部会の小委員会に属する専門委員にあっては自然環境部会

の小委員会に属する専門委員として指名されたものとみなす。
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別表

部 会 名 所 掌 事 務

総合政策部会 一 環境基本計画に関すること。

二 環境の保全に係る重要な事項に関すること（他の部会

の所掌に属するものを除く 。）

循環型社会部会 一 廃棄物処理及びリサイクル推進に係る重要な事項に関

すること。

二 循環型社会形成推進基本法の規定に基づく循環型社会

形成推進基本計画に関すること。

環境保健部会 一 公害に係る健康被害の補償及び予防に係る重要な事項

に関すること。

二 化学物質対策、石綿による健康被害の救済その他環境

保健に係る重要な事項に関すること。

地球環境部会 地球環境の保全に係る重要な事項に関すること。

大気・騒音振動部会 一 大気環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 交通環境対策に係る重要な事項に関すること。

三 悪臭防止に係る重要な事項に関すること。

四 騒音防止に係る重要な事項に関すること。

五 振動防止に係る重要な事項に関すること。

水環境部会 一 水環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 地盤環境の保全に係る重要な事項に関すること。

。三 瀬戸内海の環境の保全に係る重要な事項に関すること

土壌農薬部会 一 土壌環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 農薬による環境汚染の防止に係る重要な事項に関する

こと。

自然環境部会 一 自然環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 自然公園に係る重要な事項に関すること。

三 野生生物の保護及び狩猟に係る重要な事項に関するこ

と。

動物愛護部会 動物の愛護及び管理に係る重要な事項に関すること。
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中央環境審議会土壌農薬部会並びに小委員会及び専門委員会の
運営方針について

平成１３年 ３月 ８日

（一部改正）平成１３年１０月２３日

(一部改正）平成２７年１２月１１日

(一部改正）平成２９年１２月１２日

土 壌 農 薬 部 会 長 決 定

中央環境審議会議事運営規則(平成１３年１月１５日中央環境審議会決定。以下「運営

規則」という。)第１１条第２項及び中央環境審議会の運営方針について（平成１３年１

月１５日総会決定。以下「総会決定」という ）７の規定に基づき、中央環境審議会土壌。

農薬部会の運営方針について、次のとおり定める。

Ⅰ．部会の運営方針について

部会の運営方針は、運営規則及び総会決定によるほか、以下によることとする。

１．会議の公開について

総会決定１（１）①の規定に基づき会議を非公開とするときは、部会長は、その理

由を明らかにするものとする。

２．会議録等について

（１）総会決定２（１）②の規定に基づく会議録の調製に当たっては、出席した委員、

（ 「 」 。） 、臨時委員及び専門委員 以下 委員等 という から明示の了承を得ることとし

その後、速やかに公開するものとする。

（２）総会決定２（３）①の規定に基づき会議録を公開する場合には、発言者の名前

を記載するものとする。

（３）総会決定２（３）①の規定に基づき公開した会議録以外の会議録は、審議会の

委員等以外の者は閲覧できないものとする。

（４）総会決定２（３）②の規定に基づく議事要旨は、事務局において作成し、部会

長の了承を得て公開するものとする。

３．資料の公開について

審議中の答申又は意見具申の案文、非公開を前提に収集したデータが記載されてい

る資料、関係者と調整中の資料その他の公開することにより公正かつ中立な審議に

著しい支障を及ぼすおそれがある資料については、部会長は 「委員限り」である、

旨明記した上で、非公開とすることができる。それ以外の配布資料については、部

会終了後公開とする。

Ⅱ．小委員会及び専門委員会について

部会に置く小委員会及び専門委員会の運営方針は、上記の部会の運営方針に準ずる

ものとする。
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中央環境審議会土壌農薬部会の小委員会の設置について 
                                   
                                           平成１３年１０月２３日 
                                           平成１７年 ３月３１日改正 
                                           平成１９年 ３月３０日改正 
                                           平成２０年 ５月１４日改正 
                                           平成２１年１１月３０日改正 
                                           平成２４年１２月１４日改正 
                                           平成２５年１０月１１日改正 
                                           平成２６年 ７月 ３日改正 
                                           平成２７年１２月１１日改正 

                                        土 壌 農 薬 部 会 決 定 
 
 中央環境審議会議事運営規則（平成１３年１月１５日中央環境審議会決定）

第８条第１項の規定に基づき、中央環境審議会土壌農薬部会に置く小委員会に

ついて次のとおり定める。 
 
１．中央環境審議会土壌農薬部会に、土壌環境基準小委員会、土壌制度小委員

会、農薬小委員会及びバイオレメディエーション小委員会を置く。 
 
２．小委員会の委員長に事故があるときは、土壌農薬部会長の同意を得てあら

かじめ委員長が指名する委員、臨時委員又は専門委員が、その職務を代理す

る。 
 
３．土壌環境基準小委員会は、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条 

第１項の規定に基づく土壌の汚染に係る環境基準の設定及び改訂に関する専 

門的事項について調査審議する。 
 
４．土壌制度小委員会は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）に関す

る、今後の土壌汚染対策の在り方について調査審議する。 
 
５．農薬小委員会は、農薬取締法（以下「法」という。）第３条第１項第４号か

ら第７号までに掲げる場合に該当するかどうかの基準を定める等の件（昭和

４６年３月農林省告示第３４６号）第１号イ、第３号及び第４号の環境大臣

の定める基準（以下「作物残留、水産動植物及び水質汚濁に係る基準」とい

う。）の設定若しくは改定に関する事項、法第２条第１項の規定に基づく特定

農薬の指定若しくは変更並びに法第１２条の規定に基づく農薬を使用する者
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が遵守すべき基準の制定若しくは改廃に関する事項その他農薬による環境汚

染の防止対策の在り方等について調査審議する。 
   なお、作物残留、水産動植物及び水質汚濁に係る基準の設定及び改定に関

する事項については、当部会に付議があった場合に直ちに調査審議を行うも

のとする。 
   
６．バイオレメディエーション小委員会は、バイオレメディエーションに関す 

る適切な制度について調査審議する。また、バイオレメディエーションに関

する新たな制度に基づく個別技術の審査を行う。 
 
７．土壌環境基準小委員会、土壌制度小委員会、農薬小委員会及びバイオレメ

ディエーション小委員会の決議は、部会長の同意を得て、土壌農薬部会の決

議とすることができる。 
 
８．部会長は、土壌環境基準小委員会、土壌制度小委員会、農薬小委員会及び

バイオレメディエーション小委員会に出席し、意見を述べることができる。 
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中央環境審議会土壌農薬部会の専門委員会の設置について 

 

平成２５年１０月１１日  

                       土壌農薬部会決定  

 

 中央環境審議会議事運営規則（平成１３年１月１５日中央環境審議会決定）

第９条第１項の規定に基づき、中央環境審議会土壌農薬部会に置く専門委員会

について、次のとおり定める。 

 

１．中央環境審議会土壌農薬部会に、土壌制度専門委員会（以下「専門委員会」

という。）を置く。 

 

２．専門委員会は、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項の規

定に基づく土壌の汚染に係る環境基準の設定及び改訂が行われた場合の、土

壌汚染対策法（平１４年法律第５３号）の運用等について調査審議する。 

 

３．専門委員会に属するべき委員、臨時委員又は専門委員は、部会長が指名す

る。 

 

４．専門委員会の委員長は、専門委員会を招集しようとするときは、あらかじ

め、期日、場所及び委員会の議案を専門委員会に属する委員、臨時委員及び

専門委員に通知するものとする。 

 

５．専門委員会の委員長に事故があるときは、土壌農薬部会長の同意を得てあ

らかじめ委員長が指名する委員、臨時委員又は専門委員が、その職務を代理

する。 

 

６．部会長は、専門委員会に出席し、意見を述べることができる。 
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